





Approach of Universities for Development of Employability in the UK: 






With rapid social change and growing globalization, employability is central to the strategic 
direction of the Department for Education and Skills. Government policy to enhance the 
employability of graduates is associated with human capital theories of innovation and 
economics. The Dearing Report into Higher Education （1997） highlighted the importance of 
education for employability, focusing on development of key skills and the importance of work 
experience. It had a considerable effect on the traditional HE system. At present the HE system 
is being steered toward placing greater emphasis on the employability of graduates.,  This is 
developed by means of the programme of study, the methods of learning, teaching and 
assessment, by means of any work experience undertaken while at university and so on. The 
University of York has a successful programme that provides students with various 
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ある。それらは、彼ら自身、労働力、コミュニティ及び経済の利益となるvi」。（a set of achievements 
– skills, understandings and personal attributes - that make graduates  more likely to gain 
employment and be successful in their chosen occupations, which benefits themselves, the 
workforce, the community and the economy）。この定義は、イギリス学習・ティーチング支援ネッ
トワーク総括センター（Generic Centre of the UK Learning and Teaching Support Network）及






社会における高等教育」（Higher Education in the Learning Society）（通称：デアリング報告書）
を起点としているix。デアリング委員会は、この報告書を通して知識経済社会における高いスキル
を有する人材の必要性を指摘し、高等教育機会の拡大とエンプロイヤビリティ向上への輪郭を全高
等教育機関に示した。委員会は 1980 年代から 1990 年代に実施された施策「高等教育におけるエン























































































































































ログラムも多く、学科と Central Service も支援している。「ヨーク賞」プログラム以外の課外活動
には、「ヨーク・ミレニアム・ボランティア」（York Millennium Volunteers）、「学校におけるヨー
ク学生」（York Students in Schools）、「スポーツ・ボランティア・プログラム」（Sports Volunteer 
































































ンス・シティ（York Science City）による支援を受けている。 
民間企業と連携しているプログラムの中には、特定のスキルに焦点を置くプログラムもある。例
えば、問題解決スキルの育成を目指す、研修機関のティーチ・ファスト（Teach First）によって実
施される「クラッキング・ザ・ケース・スタディ」（Cracking the Case Study）、コミュニケーショ
ン・スキルの育成を目的とする、石油会社 シェル（Shell）によって行われる「スピーキング・ユ
ア・マインド」（Speaking Your Mind）、ネットワーキング・スキルの向上を目指す、北ヨークシャ
ー・ビジネス・ネットワーク（North Yorkshire Business Network）による「初心者のためのネッ
トワーキング」（Networking for Beginners）などである。一方、複数のスキルに焦点を置くものに
は、コンサルタント企業であるプライスウォーターハウスクーパー（PricewaterhouseCoopers）に
よる「仕事に有効なスキル」（Putting Skills into Work）、情報関連企業であるアギリイシス
（Agilisys）による「イー・コマース」（E-Commerce）、保険会社であるノーリッチ（Norwich）及び














めの情報リテラシー」（Information Literacy for All Department）、13 カ国語の学習機会を提供
















⑴ 「ヨーク・ミレニアム・ボランティア」（York Millennium Volunteers: 以下 YMV と略）xix 
 YMV は、教育雇用省が推進している「ミレニアム・ボランティア」（Millennium Volunteers: 以
下 MVs と略）xxを母体としている。1999 年から英国全土で実施されている MVs は、ボランティアの
活動機会の拡充と貢献に対する評価、及び若者の人間的成長とスキルの向上などを目的とするプロ




（Certificate）と 200 時間の修了後に優秀賞（Excellence of Award）が授与される。この受賞は、
雇用主にも高く評価されている。 
YMV は、現在、ヨーク市を中心として、およそ 750 人がプログラムに参加している。主な連携機
関は、アスクハム・ブライアン・カレッジ（Askham Bryan College）、ヨーク市カウンシル、ヨーク・
キャリア・サービス（York Career Service）、ヨーク・カレッジ（York College）、ヨーク・セント・
ジョン・カレッジ（York St John College）等である。活動の管理・運営は、ヨーク大学の学生マ



























機関は、ヨーク市カウンシル、コミュニティ・サービス・ボランティア（Community Service Volunteer: 
以下 CSV と略）、北ヨークシャー・ビジネスと教育のパートナーシップ（North Yorkshire Business 
















「チュータリング」は、1991 年に CSV が全国展開した「ラーニング・トゥギャザー」（Learning 
Together）をモデルとしている。そのため、運営は CSV の実施方針に従っている。ヨークシャー地
方では、地域内の大学と CSV による定期的なフォーラムが開催されている。「ラーニング・トゥギャ





















YSCA が最近実施しているプロジェクトとして、①年間を通して行われる 13 のプログラムと②休













活動ネットワーク・カウンシル（Student Community Action Network Council: 以下 SCAN と略）、
英国学生ボランティア活動（Student Volunteering UK: 以下 SVUK と略）及び学生地域活動（Student 







⑷ 「アクティブ・ヨーク」（Active York）xxii 
 「アクティブ・ヨーク」は、ヨーク市と北ヨークシャー地方におけるボランティア活動を推進す
るプログラムである。学生及び大学教職員と地域との関係を高めることを目的としている。プロジ
ェクトは、教育科学省と連携している高等教育財政審議会（Higher Education Funding Council for 
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